
人事行政の運営の状況 
 
１ 任免及び人数の状況 
 ⑴ 採用及び退職の状況 

区分 
採用者数 

退職者数 R4.4.1採用者数 
R3.4.1 

R3.4.2～
R4.3.31 

人数 11 1 16 13 

 
 ⑵ 部門別職員数の状況と主な増減理由                 （各年４月１日現在） 

          区 分 
部 門 

職  員  数 
対 前 年 
増 減 数 

主 な 増 減 理 由 
令和3年 令和4年 

  
 
 
 普 
  
 通 
  
 会 
  
 計 
  
 部 
 
 門 
  
 

 一 
 
 般 
 
 行 
 
 政 
 
 部 
 
 門 
 

議   会  
総   務  
税   務  
労   働  
農林水産  
商   工  
土   木  
民   生  
衛   生  

4 
45 
8 
 

18 
14 
17 
40 
17 

4 
45 
10 
 

17 
14 
16 
38 
17 

 
 

  2 
 

△ 1 
 

△ 1 
△ 2 
 

 
 
派遣職員から正職員への配置転換  
 
震災関連業務の減  
 
震災関連業務の減  
欠員不補充  
 

計 163 161 △ 2 
 

教 育 部 門 27 26 △ 1 震災関連業務の減  

消 防 部 門 35 36   1 欠員補充  

小   計 225 223 △ 2  

公
営
企
業
等 

会

計

部

門 

病    院  
水    道  
下  水  道  
そ  の  他  

9 
7 
 
9 

9 
8 
 
9 

  
1 

   
   

 
欠員補充  
 
 

小   計 25 26   1  

合  計 
250 

[ 444 ] 
249 

[ 444 ] 
△ 1 

[ 444 ] 
 

（注） １ 職員数は一般職に属する職員数です。 
２ [     ]内は、条例定数の合計です。 

 
⑶ 年齢別職員構成の状況（令和４年４月１日現在） 
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⑷ 職員数の推移（各年４月１日現在） 
（単位：人・％）  

 
平成 30 年 平成 31 年 令和 2 年 令和 3 年 令和 4 年 

R4 対前年 
増減数（率） 

一般行政 194 177 168 163 161 △2（△1.2） 

教育 41 29 28 27 26 △1（△3.7） 

消防 35 35 34 35 36 1（ 2.8） 

普通会計計 270 241 230 225 223 △2（△0.9） 

公営企業等会計 23 26 27 25 26 1（ 4.0） 

総合計 293 267 257 250 249 △1（△0.4） 

 
２ 人事評価の状況 
  地方公務員法の改正に伴い、平成２８年度から人事評価制度を導入しています。 
  評価結果は、昇給及び給与等に反映させるとともに、人材育成及び能力実績に基づいた人事配置に活用し
ています。 

 
３ 給与の状況 
 ⑴ 人件費の状況 

区 分 
 

住民基本台帳人口 
（令和4年3月31日） 

歳 出 額 
Ａ 

実質収支 
 

人 件 費 
Ｂ 

人件費率 
Ｂ／Ａ 

(参考)令和２年度
の人件費率 

令和 
３年度 

              人 
18,166 

       千円 
26,447,126 

     千円 
4,578,344 

     千円 
2,101,612 

      ％ 
7.9 

％ 
3.5 

 
 ⑵ 職員給与費の状況 

区 分 
職員数 
Ａ 

給     与     費 一人当たり 
給与費 Ｂ／Ａ 

給  料 職員手当 期末･勤勉手当 計 Ｂ 

令和 
３年度 

    人 
225 

    千円 
850,338 

    千円 
154,596 

    千円 
319,813 

    千円 
1,324,747 

千円 
5,888 

（注）１ 職員手当には退職手当を含んでいません。 
   ２ 職員数は、令和３年４月１日現在の人数です。 
 

 ⑶ ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

 

 

（注） ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。 
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 ⑷ 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和４年４月１日現在） 
  ア 一般行政職 

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
42.4歳 305,505円 349,192円 

 
  イ 労務職 

区 分 平均 
年齢 

平均給料月額 
平均給与月額 

（Ａ） 

労務職全体 47.1歳 316,807円 346,985円 
 うち運転手 52.9歳 276,950円 316,883円 
 うち調理員 49.1歳 319,800円 334,238円 
 うち用務員 45.6歳 324,180円 355,554円 

 
⑸ 等級及び職制上の段階ごとの職員数（令和４年４月１日現在） 
 ア 行政職給料表 

等級 等級別基準職務表に規定する基準と
なる職務 

合計 内訳 職制上の段階 
（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階 

１級 定型的な業務を行う職務 10 5.0 主事補 
主事 
技師 
看護師 
 
 
計 

2 
6 
1 
1 
 
 

10 

69 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

35.0 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
主 
 
 
事 
 
 
級 
 

  
 

２級 高度の知識又は経験を必要とする業
務を行う職務 

59 29.9 主事 
書記 
技師 
保育士 
栄養士 
看護師 
保健師 
 
計 

40 
2 
3 
2 
1 
4 
7 
 

59 
３級 １ 係長の職務 

２ 困難な業務を処理する職務 
69 35.1 係長 

主査 
主任 
主任主事 
主任技師 
主任保育士 
主任栄養士 
主任保健師 
主任書記 
保育士 
看護師 
学芸員 
計 

25 
4 
11 
5 
2 
14 
2 
1 
1 
2 
1 
1 
69 

69 
 
 
 
 

 

34.8 
 
 
 
 

 
係 
 
長 
 
級 

４級 １ 課長補佐の職務 
２ 出先機関の長の職務 
３ 相当困難な業務を処理する職務 

37 18.8 補佐 
保育所長 
副主幹 
計 

24 
3 
10 
37 

37 
 
 

  

18.8 
 
 
 

課
長 

補
佐
級 

５級 １ 課長、所長、室長の職務 
２ 委員会等の事務局の長の職務 
３ 困難な業務を所掌する出先機関
の長の職務 

４ 特に困難な業務を処理する職務 

14 7.1 課長 
事務局長 
主幹 
 
計 

12 
1 
1 
 

14 

14 7.1 課 
   
長 
 
級 

６級 １ 理事、部長、局長、次長の職務 
２ 困難な業務を行う室長及び委員
会等の事務局の長の職務 

8 4.1 部長 
室長 
局長 
次長 
計 

5 
1 
1 
1 
8 

8 4.1 部 
 
長 
 
級 

  
 
 
 
 
 
 
 



 
イ 医療職給料表 

等級 等級別基準職務表に規定する基準と
なる職務 

合計 内訳 
（人） （％） 職名 （人） 

１級 医師の職務     
２級 困難な医療業務を行う医師及び診療

所長の職務 
    

３級 相当困難な医療業務を行う医師及び
診療所長の職務 

    

４級 特に困難な医療業務を行う医師及び 
診療所長の職務 

    

５級 極めて高度の知識経験に基づき特に 
困難な医療業務を行う医師及び診療 
所長の職務 

2 100.0 診療所長 
 
計 

2 
 

2 
 
ウ 消防職給料表 

等級 等級別基準職務表に規定する基準と
なる職務 

合計 内訳 
（人） （％） 職名 （人） 

１級 消防士の職務 8 22.2 消防士 
計 

8 
8 

２級 消防副士長の職務 6 16.7 消防副士長 
計 

6 
6 

３級 １ 消防司令補の職務 
２ 消防士長の職務 

19 52.7 消防司令補 
消防士長 
計 

15 
4 
19 

４級 １ 消防司令の職務 
２ 高度の知識及び経験を必要とす
る業務を行う消防司令補の職務 

2 5.6 消防司令 
 
計 

2 
 

2 
５級 消防司令長の職務 1 2.8 消防長 

計 
1 
1 

 
エ 労務職給料表 

等級 等級別基準職務表に規定する基準と
なる職務 

合計 内訳 
（人） （％） 職名 （人） 

１級 用務員、調理員及び作業員の職務     
 

２級 高度の経験を必要とする用務員等の
職務 

1 7.1 主事 
計 

1 
1 

３級 特に高度の経験を必要とする用務員
等の職務 

1 7.1 主事 
計 

1 
1 

４級 主任用務員及び主任調理員の職務 6 42.9 主任用務員 
主任調理員 
計 

5 
1 
6 

５級 高度の技能又は経験を必要とする主 
任用務員及び主任調理員の職務 

6 42.9 主任用務員 
主任調理員 
計 

5 
1 
6 

 
 

 ⑹ 職員の初任給の状況（令和４年４月１日） 
 区    分 陸前高田市 

一般行政職 
大 学 卒 173,200円  
高 校 卒   151,900円  

技能労務職 
高 校 卒       149,200円  

中 学 卒 － 円  

  
⑺ 職員の経験年齢別・学歴別平均給料月額の状況（令和４年４月１日） 

 
（注）技能労務職（中学卒）の該当者はいません。 

 
 
 
 

    区    分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年 

一般行政職 
大 学 卒      242,800円      317,100円 336,500円    345,300円 
高 校 卒      218,100円      291,600円 323,400円    338,500円 

技能労務職 
高 校 卒      209,400円      278,300円 296,800円    311,400円 
中 学 卒          － 円          － 円 －  円      － 円 



 
 

 ⑻ 職員の手当の状況 
  ア 期末手当・勤勉手当             イ 退職手当（令和 4年 4月 1日現在） 
 
 
   
    
 
 
 
 

1人当たり平均支給額（令和３年度） 
        1,520 千円 

（令和３年度支給割合） 
 期末手当      勤勉手当 

2.45月分     1.85月分 
 (  1.35)月分   (  0.90)月分 
 
（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 
 役職加算  5％～ 15％  
（注） (  )内は、再任用職員に係る

支給割合です。 
 

  ウ 地域手当（令和 4年 4月 1日現在） 

 
 
  エ 特殊勤務手当（令和 4年 4月 1日現在） 

支給実績（令和３年度決算） 19,633千円  

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算） 701,148円  

職員全体に占める手当支給職員の割合 11.2％  

手当の種類（手当数） 8 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

(令和 3年度決算） 
左記職員に対する支給単価 

診療手当 医師  19,080千円 
月額 1,000,000円の範囲内で市長が
定める 

手術手当 
医師、看護師(看護師
に準ずるものを含む) 

 16千円 

1 件 当 た り の 手 術 料 の 額 の
30/100(うち 80/100を診療にあたっ
た医師に、20/100を看護師に支給す
る。ただし、診療報酬点数 50 点未
満の手術については、支給しない。) 

保健活動手当 医師  － 
月額 100,000円の範囲内で市長が定
める 

防疫等作業手当 
感染症防疫作業従事
者 

感染症が発生し、又は
発生のおそれがある
場合、当該処理作業に
従事したとき 

－ 日額   300円 

新型コロナウイルス
感染症から市民の生
命及び健康を保護す
るために行われた措
置に係る作業に従事
したとき 

－ 日額 3,000円／4,000円 

死体処置手当 行旅死亡人を処置した職員  － 1体 1,200円 

救急業務手当 消防職員 
救急業務に従事した
とき 

537千円 1件   200円 

死体火葬手当 
死体火葬に従事した
職員 

 － 1体 1,500円 

往診手当 
診療所の看護師（看護
師に準ずるものを含
む） 

正規の勤務時間以外
において医師に同行
し、往診業務に従事し
たとき 

－ 1件当たり往診料の額の 20/100 

 

  

  

 
 
 
 
 
   

（支給率）    自己都合     勧奨・定年 
勤 続 2 0年    19.6695月分  24.586875月分 
勤 続 2 5年    28.0395月分    33.27075月分 
勤 続 3 5年    39.7575月分      47.709月分 
最高限度額     47.709月分      47.709月分 
その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 

(2％～ 45％加算 ) 
1人当たり平均支給額  892千円   20,224千円 

  
  
  
  
  
  
  
  

（注） 退職手当の１人当たりの平均支給額は、
令和３年度に退職した職員に支給された
平均額です。 

 

支 給 実 績（令和３年度決算）       2,586 千円  
支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算）         1,292,520  円 
支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

医師  16％ 2人 16％ 



  オ 時間外勤務手当  
 平成２年度  令和３年度  

支給総額  45,018 千円 57,423 千円 

職員 1人当たり  
平均支給年額  

205 千円 266 千円 

 
  カ その他の手当（令和 4年 4月 1日現在） 

 
手当名 

 
内容及び支給単価 

国の制
度との
異  同  

国の制度と  
異なる内容  

支給実績  
（令和3年度決算） 

支給職員１人当たり 
平均支給年額 

（令和３年度決算） 

扶 養 手 当 

①配偶者 月額6,500円 
②子 月額10,000円 
③父母等 月額6,500円 
④16～22歳の子 
月額5,000円加算 

同じ  32,492千円 257,871円 

住 居 手 当 

自ら居住するため住宅(貸間を含む)
を借受け、月額12,000円を超える家
賃を負担している職員（家賃の額に
応じ月額27,000円まで） 

異なる 

月額16,000円を
超える家賃を負担
している職員（家
賃の額に応じ月額
28,000円まで） 

11,264千円 274,717円 

通 勤 手 当 

①交通機関(列車・バス等)の利用者 
最高月額55,000円 

②交通用具（自動車等）利用 
 者（通勤距離2km以上の場 
合） 距離に応じ2,200円～24,500
円 

異なる 

① 限度額 
55,000円 

② 支給額 
2,000円～ 

31,600円 

13,643千円 74,142円 

管 理 職 手 当 

所管職員数に応じ次の割合を支給 

職員数 

役職 
0～3

人 

4～6

人 

7～9

人 

10人 

以上 

部 長 級 7％ 9％ 11％ 

課 長 級 3 ％ 5 ％ 7％ 9％ 

主   幹 3％ 

保育所長 3％ 5％ 7％ 
 

異なる 

職務の級等に 
応じて 
46,300円～ 

139,300円 

12,804千円 426,781円 

宿 日 直 手 当 
1回あたり医師21,000円、特殊な
業務を主として行う職員6,100
円、その他の職員4,400円 

同じ  1,300千円 10,649円 

管 理 職 員 
特 別勤 務手当 

管理職が臨時又は緊急の必要により
次の勤務をした場合に支給 
①平日深夜（午前0時から5時） 
 1回につき2,000円 
②週休日及び休日 
 1回につき4,000円 

異なる 

職務の級等に 
応じて 
6,000円～ 

18,000円 

0千円 0円 

災 害派 遣手当 
災害応急対策、災害復旧のため、国
または他の地方公共団体等から派遣
された職員に支給 

― ― ― ― 

初任給調整手当 
医師として採用された職員に支給 
月額414,300円以内 

― ― ― ― 

単 身赴 任手当 30,000円＋交通距離に応じた加算額 ― ― ― ― 
 

  



 ⑼ 特別職の報酬等の状況（令和 4年 4月 1日現在） 
区     分 給 料 月 額 等 

給
料 

市     長 
副  市  長 
教  育  長 

770,000  円 
638,000  円 
557,000  円 

報
酬 

議     長 
副  議  長 
議     員 

                        380,000  円 
                        330,000  円 
                        300,000  円 

期
末
手
当 

市     長 
副  市  長 

（令和３年度支給割合） 
3.25月分 

議     長 
副  議  長 
議     員 

（令和３年度支給割合） 
3.25月分 

退
職
手
当 

市     長 
副  市  長 
教  育  長 

 （算定方式）         （１期の手当額）       （支給時期） 
770,000×40.38/100×在職月数     14,924,448円              任期ごと 
638,000×23.28/100×在職月数      7,129,267円              任期ごと 
557,000×18.00/100×在職月数      3,609,360円              任期ごと 

（注） 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（市長及び副市長 
   は４８月、教育長は３６月）勤めた場合における退職手当の見込額です。 

 
 ⑽ 公営企業職員の状況 
  ア 水道事業 
   (ｱ) 職員給与費の状況 

区 分 
総費用 

 
      Ａ 

純損益又は 
実質収支 

 

職員給与費 
 
Ｂ 

総費用に占める 
職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 
令和２年度の総費用に占
める職員給与費比率 

令和３年度 
         千円 

549,419 
       千円 

2,573 
        千円 

32,881 
             ％ 

6.0 
                ％ 

8.1 
 

区 分 
職員数 

    Ａ 
給     与     費 一人当たり 

給与費 B/A 
 
 
 
 

給  料 職員手当 期末･勤勉手当 計 Ｂ 

令和３年度 
    人 

7 
    千円 
25,581 

    千円 
3,466 

    千円 
6,363 

    千円 
35,410 

       千円 
5,059 

（注）１ 職員手当には退職給与金を含んでいません。 
２ 職員数は、令和４年３月３１日現在の人数です。 

 
   (ｲ) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和４年４月１日現在） 

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額  
    48.4  歳 304,529 円 416,810 円 

   （注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含んでいます。 
 
   (ｳ) 職員の手当の状況 
    ａ 期末手当・勤勉手当                ｂ 退職手当（令和 4年 4月 1日現在） 

１人当たり平均支給額（令和３年度）               
909 千円 

（令和３年度支給割合） 
 期末手当      勤勉手当 

2.45月分     1.85月分 
 (  1.35)月分   (  0.90)月分 
（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 
役職加算  5％～ 15％  
（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 
    ｃ 時間外勤務手当 

 令和２年度  令和３年度  

支給総額  3,159 千円 1,827 千円 

職員 1人当たり  
平均支給年額  

452 千円 305 千円 

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

  

（支給率）     自己都合      勧奨・定年 
勤 続 2 0年     19.6695月分  24.586875月分 
勤 続 2 5年     28.0395月分    33.27075月分 
勤 続 3 5年     39,7575月分      47,709月分 
最高限度額      47,709月分      47,709月分 
その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 

(2％～ 45％加算 ) 
 



    ｄ その他の手当（令和 4年 4月 1日現在） 
 

手当名 
 

内容及び支給単価 
国の制
度との
異同  

国の制度と  
異なる内容  

支給実績  
（令和３年度決算） 

扶 養 手 当 

①配偶者 月額6,500円 
②子 月額10,000円 
③父母等 月額6,500円 
④16～22歳の子 
月額5,000円加算 

同じ  396千円 

住 居 手 当 

自ら居住するため住宅(貸間を含む)を借
受け、月額 12,000 円を超える家賃を負担
している職員（家賃の額に応じ月額27,000
円まで） 

異なる 

月額16,000円を超える家
賃を負担している職員（家
賃の額に応じ月額28,000
円まで） 

822千円 

通 勤 手 当 

①交通機関(列車・バス等)の利用者  
最高月額55,000円 

②交通用具（自動車等）利用者（通勤距離
2km以上の場合）  
距離に応じ2,200円～24,500円 

異なる 

① 限度額 
55,000円 

② 支給額 
2,000円～ 

31,600円 

421千円 

管 理 職 手 当 

所管職員数に応じ次の割合を支給 

0～3人 4～6人 7～9人 10人以上 

3％ 5％ 7％ 9％ 
 

異なる 

職務の級等に 
応じて 
46,300円～ 

139,300円 

0 
千円 

管 理 職 員 
特 別 勤 務 手 当 

管理職が臨時又は緊急の必要により次の
勤務をした場合に支給 
①平日深夜（午前0時から5時） 
 1回につき2,000円 
②週休日及び休日 
 1回につき4,000円 

異なる 
職務の級等に応じて 
6,000円～18,000円 

0 
千円 

 
４ 勤務時間その他の勤務条件の状況 
 ⑴ 勤務時間の状況 

勤務時間 勤務時間の割り振り 
１週につき 38時間 45分、１日につき７時間 45分 午前８時 30分から午後５時 15分まで 

（注） １ 勤務時間には休憩時間が含まれていません。 
    ２ 勤務時間の割り振りは、勤務場所や職種により異なります。 
 
 ⑵ 年次休暇の取得状況（令和３年１月１日～令和３年 12 月 31日） 

平均取得日数 10.7日 
 
 ⑶ 介護休暇の取得状況（令和３年度） 

区分 男性 女性 計 
人数 0 0 0 

 
 ⑷ 時間外勤務の状況（令和３年度） 

総時間数 一人当たりの時間数 
23,846 110.3 

 
５ 休業に関する状況 
 ⑴ 育児休業等の取得状況（令和３年度） 

区分 
育児休業 部分休業 

男性 女性 計 男性 女性 計 
人数 3 8 11 0 0 0 

 
⑵ 就学部分休業の取得状況（令和３年度）    

区分 男性 女性 計 
人数 0 0 0 

 
 
６ 分限処分及び懲戒処分の状況（令和３年度） 

区分 
分限処分 懲戒処分 

休職 降任 免職 計 戒告 減給 停職 免職 計 
人数 2 0 0 2 0 0 1 0 1 

 
 
 
 



７ 服務の状況 
 ⑴ 営利企業等従事の許可状況（令和３年度） 

件数 許可内容 
1 鳥獣被害対策実施隊員 

 
８ 退職管理の状況 
  地方公務員法の改正に伴い、平成 28 年度から退職管理制度を導入し、住民の疑念や不信を招くような行
為を規制することで、公務の公正と市民の信頼を確保しようとするものです。 
対象者には随時説明を行い、現職職員への働きかけ等があった場合、その内容を公表することとしており

ます。 
 
９ 研修の状況 
 ⑴ 研修の実施回数及び人数（令和３年度） 

研修区分 実施回数 受講者数 
一般研修（新採用職員研修等） 10 19 
専門研修（政策形成講座等） 13 25 

 
10 福祉及び利益の保護の状況 
 ⑴ 健康診断の実施状況（令和３年度） 

区分 生活習慣病予防健診 胃がん検診 子宮頸がん 乳がん検診 
受診者数（人） 328 239 99 98 

 
 ⑵ ストレスチェックの実施状況（令和３年度）  

実施月 6月 10月 
受診者数（人） 350 356 

 
 ⑶ 福利厚生の状況 
   地方公共団体は、地方公務員法第 42条において職員の福利厚生の計画を樹立し実施することが義務付けられており

ます。当市職員は岩手県市町村職員健康福利機構に加入し、保健事業など各種福利厚生事業を実施しています。 
 
 ⑷ 公務災害及び通勤災害の認定状況（令和３年度） 

区分 公務災害 通勤災害 計 
件数 3 1 4 

 


